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資 料

徳島県在住高齢ドライバーにおける運転免許証自主返納後の活動性の

変化と運動機能，認知・精神機能の追跡調査
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目的 近年，高齢ドライバーの免許証自主返納者は増加しているが，自動車は地方都市における住

民の主な移動手段としての役割を担っており，免許証返納後の身体機能や生活に対する影響は

大きいと考える。そこで本研究では，徳島県内の高齢ドライバーを対象に，免許証自主返納が

活動性低下を招き，運動機能および認知・精神機能の低下を惹起するという仮説を予備的検証

することとした。

方法 対象者は，免許証の返納日まで日常的に週 2 回以上の運転を継続していた高齢者17人（平均

年齢80.2歳，返納群）と，運転を継続している高齢者23人（76.9歳，運転継続群）とした。調

査測定はベースラインと 3 か月後に実施し，活動性の評価は活動量計による 3 か月間の実測と

Life Space Assessment（LSA）を用いた。運動機能と認知・精神機能の評価は，握力，Timed

Up and Go test および Mini-Mental State Examination (MMSE), Geriatric Depression Scale

（GDS）を用いた。返納群には免許証返納に関するアンケート調査も実施した。統計解析は評

価時期と 2 群に対して二元配置分散分析を実施した。

結果 活動性の指標とした LSA の合計得点は有意な交互作用（P＜0.01）を認め，返納群では 3 か

月後に有意に低下した。一方，活動量計による歩数は有意な変化を示さなかった。運動機能お

よび認知・精神機能のいずれの指標にも有意な交互作用を認めなかったが，MMSE と GDS

で群の有意な主効果を認め，返納群が運転継続群に比して不良な成績であった。

結論 徳島県在住の高齢ドライバーにおける免許証返納 3 か月後の変化は，日常生活における行動

範囲の狭小化を認めた。運動機能および認知・精神機能の低下は観察されなかった。免許証を

返納した高齢者は，自動車に代わる移動手段の速やかな確保が必要であると思われた。
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 は じ め に

地域高齢者の健康維持および増進において外出頻

度は，認知症や生活習慣病の予防をはじめ転倒予防

などのほか，高齢者の心身機能や家庭内外で有して

いる役割や余暇活動，さらには他者との交流などの

社会活動性を反映している1)。外出に際してもっと

も基本となる移動手段は徒歩であるが，自転車やバ

イク，自動車のほか，バスや電車などの公共交通機

関がある。内閣府による2018年度の調査において，

外出に際しての移動手段として，「自分で運転する」

と「家族などに同乗する」を合わせた自動車の利用

者は，大都市では54.9であったのに対して，中都

市では77.6，小都市では88.4，町村では91.4

と報告2)されており，人口の少ない地方都市ほど自

動車の利用が多いことが認められている。

一方，近年の社会問題の 1 つに高齢ドライバーが

関わる交通事故があげられる。65歳以上の高齢ドラ

イバーが第 1 当事者となる死亡事故件数割合は徐々

に増加しており，2009年では20.4であったのに対

して10年後の2019年では29.7となっている3)。年

齢層別の免許人口10万人当たりの死亡事故件数では，
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75歳未満の運転者の関わる死亡事故件数は3.7に対

して75歳以上の高齢ドライバーが関わる死亡事故件

数は7.7と報告されている4)。これらの高齢ドライ

バーの関わる交通事故割合の増加の背景には，少子

高齢化に伴って高齢化率が増加し，高齢者の運転免

許保有者数が増加していることが 1 つの要因と考え

られており，特に2007年と比較して2017年では75歳

以上の免許証保有者数は約1.9倍，80歳以上では約

2.3倍にまで増加5)している。

そこで，警察では高齢ドライバーの関わる交通事

故防止を目的に，高齢ドライバーに対する運転免許

証（以下，免許証）の自主返納の推進が積極的に実

施されるようになった。免許証の自主返納制度は

1998年 4 月に，加齢に伴う身体機能や認知機能の低

下による運転に対する不安を有する高齢者に対し，

自主的に免許証を返納してもらう制度として導入さ

れた。1998年の 1 年間に免許証を自主返納した者は

2,596人であったが，2016年には345,313人（うち，

65歳以上の者94.9），2017年423,800人（95.5），

2018 年 421,190 人（ 96.5 ）， 2019 年 601,022 人

（95.8）と急速に増加し続けている6,7)。

免許証返納後の高齢者の生活では，これまで自由

にいつでも利用できていた自動車が使用できなくな

り，公共交通機関の発展が乏しい地方都市ほど外出

頻度が著しく減少することが予想される。外出頻度

の低下は，歩行障害や認知機能障害の発生と関連8)

があることから，地方都市における高齢者の免許証

返納がその後の身体機能や生活に及ぼす早期の影響

を把握することは極めて重要と考える。

そこで本研究の目的は，地方都市である徳島県内

の高齢ドライバーにおける，免許証自主返納といっ

たイベントが，その後の活動性の低下を来し，さら

には運動機能や認知・精神機能の低下を来す，と

いった仮説に基づいて研究を行うこととした。

 研 究 方 法

. 対象地域

本研究の対象地域は徳島県全域であり，徳島県は

四国東部に位置し，面積は4,146.79 km2 である。そ

のうち，およそ 8 割を山地が占めている。人口は，

2019年総務省「人口推計｣9)によると72.8万人であり，

65歳以上の高齢者人口は24.5万人（高齢者割合

33.6，全国 5 位）である。徳島県内の公共交通機

関は，JR 西日本の75駅及び阿佐海岸鉄道 2 駅の計

77駅，路面電車や地下鉄は存在しない。

. 対象者

本事業内容を周知するために，徳島県警察本部

（交通企画課・運転免許センター），徳島県立総合大

学校「まなびーあ徳島」，徳島市ふれあい健康館，

市町村の地域包括支援センター，徳島市老人クラブ

連合会のほか，徳島県介護支援専門員協会にて広報

活動を実施し，対象者を募集した。本研究事業の主

旨等を説明し，予備的同意が得られた者には，自宅

あるいは自宅近隣の公民館にて研究内容について詳

しく説明を行い，同意が得られた者を対象とした。

研究参加者は，介護認定を受けていない徳島県内

在住の65歳以上高齢者で，週 2 回以上の頻度で日常

的に運転行為を行っている者のうち，免許証返納日

まで運転を継続していた者（以下，返納群）と，近

い将来に免許証返納を意識している運転継続者（以

下，運転継続群）をそれぞれ募集した。

本研究に必要なサンプルサイズは，GPower3.1

を用いて算出（EŠect size＝0.25, a＝0.05, 1－b＝0.8）

した結果，計66人であった。

. 調査時期

調査期間は，2018年11月 1 日から2019年10月末ま

での 1 年間であった。なお，調査期間における徳島

県内の自主返納者数は3,625人であった。

. 調査測定方法

調査測定は，ベースライン時と追跡 3 か月後の 2

回実施した。返納群のベースライン調査は，対象者

の都合上，返納 1 週間前から返納後 2 週間のうちに

実施し，各対象者のベースライン調査日から 3 か月

後に 2 度目の調査を行った。返納群では，返納後の

外出時移動手段として徒歩や自転車，公共交通機関

の利用が予想され，特に気候の変化による活動性へ

の影響が考えられた。このことから，返納群と同時

期に運転継続群を比較することで免許証返納の影響

をより明確にできると考え，運転継続群の取り込み

についても調査期間中は継続的に募集し，同意が得

られた者全員の測定を行った。

ベースラインの調査時期における対象者数は，

2018年11月から12月末までは該当なし，2019年 1 月

から 3 月末までに返納群 7 人，運転継続群13人，4

月から 6 月末までに返納群 6 人，運転継続群 5 人，

7 月から 9 月末までに返納群 4 人，運転継続群 5 人

であった。

1) 調査測定場所

調査測定は，すべて理学療法士が実施し，対象者

の自宅，または自宅近隣の公民館及び徳島文理大学

にて実施した。3 か月後の調査測定はベースライン

調査測定時と同じ場所で実施した。

2) 調査測定項目

◯ 免許証返納に関するアンケート調査（返納群の

み）

以下に示す項目について返納群にアンケートを実
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施した。具体的項目や選択肢等について以下に示す。

 家族構成（配偶者と 2 人暮らし/配偶者及び子

供家族と同居/子供家族と同居/独居）

 免許証の返納理由（複数回答可）（運転が怖く

なった/家族に勧められた/最近事故をした/認知

症の疑いなどを指摘された/その他）

 免許証返納直前の運転状況

）運転の頻度（週 5 日以上/週 3～4 日/週 1～2

日）

）平均運転時間（片道 1 時間以上・片道30分程

度・片道15分程度・片道 5 分程度）

 自家用車の代替移動手段

）同乗を依頼しやすい車両の有無（有/無）

）自転車運転の可否（可能/不可能）

◯ 活動性および運動機能，認知・精神機能につい

ての調査測定

返納群および運転継続群に対して，属性（年齢，

性別，BMI），活動性，運動機能，認知・精神機能

を調査測定した。

活動性の評価には Life space assessment; LSA お

よび歩数を用いた。LSA は，Baker ら10)によって提

唱され，本邦では島田らによって日本語版が作製さ

れ，全体的な身体活動性を生活空間といった側面か

ら評価するものである。生活空間を 1)住居内，2)

住居周辺，3)住居近隣，4)町内（概ね16 km 以内），

5)町外（概ね16 km 以上）の 5 つの段階に分類し，

各空間へ評価実施前の 1 か月間の移動頻度や移動に

際しての補助具や介助者の有無から点数化し，0～

120点で構成され，点数が高いほど活動性が高いと

評価される。歩数は，活動量計（TANITA 社

AM-150）を対象者へ貸与し，ベースライン測定日

より毎日起床から就寝まで身に着けるよう指示し

た。活動量計に記録された歩数データは，コンビニ

エンスストアに設置されている専用端末から毎月 1

回収集し，ベースライン測定日から 3 か月間の活動

量情報を取得した。なお，活動量計からのデータ

は，ベースライン調査測定日から15日間の平均 1 日

歩数と 3 か月調査測定日直前の15日間の平均 1 日歩

数を算出し比較した。

運動機能として握力，Timed up and go test; TUG

を計測した。握力はデジタル握力計（竹井機器工業

製）を用いて，利き手で 2 回計測し，最大値を採用

した。TUG は椅子に深く腰掛け，両手は太ももの

上に置いた状態からスタートし，椅子から立ち上が

り，3 m 先の目標物を回り，再び椅子に腰かけるま

での時間を計測した。なお，本研究では「できるだ

け速く」と指示を行い計測した。1 回の練習の後，

2 回測定を行い，所要時間の短い結果を採用した。

認知機能と精神機能は，それぞれ Mini-Mental

State Examination; MMSE11)および Geriatric depres-

sion scale; GDS12)を用いて評価した。GDS は15項目

の質問を口頭で読み上げ，対象者に「はい」か「い

いえ」で回答させた。MMSE は30点満点であり得

点が高いほど認知機能が高いと判断され，GDS は

0～15点で点数が大きいほど「うつ傾向」が強いと

判断される。

. 分析方法

分析対象は，ベースライン調査測定から 3 か月後

の再調査測定行うことができた者とし，ベースライ

ン調査測定と 3 か月後調査測定における運動機能や

認知機能等及び活動性について時期と免許証の返納

有無の群を 2 要因として，2 元配置分散分析（分割

プロットデザイン）を用いて比較した。統計学的解

析には R コマンダー（2.8.1）を使用し，統計学的

有意水準は 5未満とした。

. 倫理的配慮

本研究は，医療法人いちえ会研究倫理審査委員会

の承認（2018年 7 月23日．承認番号10）を得て実施

した。また，すべての対象者には本研究の目的や方

法等を紙面を用いて説明し，結果の公表の際には個

人が特定されることはないこと，途中で協力を拒否

した場合であっても本人に不利益が一切生じないこ

とを説明し，同意を得た。

 研 究 結 果

同意が得られた研究対象者は，返納群17人，運転

継続群23人であり，全ての対象者で 3 か月後の再調

査測定を実施することができた。対象者の居住地域

は，返納群では，徳島市内15人（88.2），小松島

市 1 人（5.9）県南の美波町 1 人（5.9），運転

継続群は23人全員が徳島市内であった。

返納群と運転継続群の基本属性は，運転継続群の

平均年齢（76.9±5.0歳）に比べて有意に返納群

（80.2±5.1歳）では高齢であった。性差は，返納群

17人のうち女性は 7 人（41.2），運転継続群では

23人のうち女性13人（56.5）であり，有意差は認

めなかった。

. 返納群における免許証返納に関するアンケー

トの結果（表 1）

免許証返納の主な理由としては「家族に返納を勧

められた」と回答した者は17人中 8 人（47.1）で

あった。家族構成は「配偶者との 2 人暮らし」は 7

人（41.2），「独居」は 5 人（29.4）であり，免

許証返納後の生活において友人等を含め外出時に同

乗させてもらえる人がいないと回答した者は 7 人

（41.2），自転車に乗ることができないと回答した
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表 返納群における免許証返納に関するアンケー

トの結果

n 

1） 家族構成

配偶者と 2 人暮らし 7 41.2

配偶者と子供家族と同居 4 23.5

独居 5 29.4

無回答 1 5.9

2） 免許証返納の理由（複数回答可）

運転が怖くなった 3 17.6

最近事故を起こした 1 5.9

家族に返納を勧められた 8 47.1

認知症，またはその疑いが指摘された 0 0.0

なんとなく（自主的に） 1 5.9

その他 5 29.4

3） 免許返納直前の運転状況

）運転の頻度（免許返納直前 1 か月）

5 日以上/週 5 29.4

3 日～4 日/週 2 11.8

1 日～2 日/週 10 58.8

）平均運転時間/日

片道 5 分程度 1 5.9

片道15分程度 12 70.6

片道30分程度 4 23.5

片道 1 時間程度 0 0.0

4） 自家用車の代替移動手段

）同乗を依頼しやすい車両有無

無し 7 41.2

有り 9 52.9

回答拒否 1 5.9

）自転車運転の可否

不可能 12 70.6

可能 5 29.4

表 活動性（LSA，歩数）における返納群と運転継続群の比較

返納群（n＝17) 運転継続群（n＝23)

ベースライン 3 か月後 ベースライン 3 か月後

主効果

群
（F 値)

時期
（F 値)

交互作用

群×時期
（F 値)

LSA（点)

レベル 1（住居内 満点 8 点) ― ― ― ―

レベル 2（住居周辺 満点16点) 15.8±1.0 14.5±3.1 15.8±0.8 15.8±0.8 2.956 4.105 4.105

レベル 3（住居近隣 満点24点) 22.6±3.4 20.4±5.9 21.7±4.6 22.2±4.1 0.149 1.533 4.021

レベル 4（町内 満点32点) 22.1±8.7 22.6±7.8 24.8±6.7 24.6±6.5 1.153 0.029 0.135

レベル 5（町外 満点40点) 12.1±9.2 6.0±7.6 12.9±11.1 13.6±10.9 2.175 6.319 13.099

合計（満点120点) 80.2±17.3 71.8±20.1 83.3±18.1 84.7±16.8 2.101 4.131 8.268

活動量計歩数（歩)† 4,337.3±2,126.5 3,968.5±2,295.9 3,977.4±1,545.1 4,037.2±1,446.6 0.067 0.519 0.999

Mean±SD

P＜0.05 P＜0.01
† 返納群では活動量計の測定が困難であった者が 1 人生じ，16人での検討
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者は12人（70.6）であった。

. 活動性および運動機能，認知・精神機能にお

ける返納群と運転継続群の比較（表 2・表 3）

活動性の結果については表 2 に示す。返納群と運

転継続群の二元配置分散分析の結果において LSA

合計得点は有意な交互作用（P＜0.01）を認め，返

納群ではベースライン時80.2±17.3点から 3 か月後

に71.8±20.1点へ有意に低下した。さらに，返納群

の 3 か月後の LSA 合計得点は，運転継続群の84.7

±16.8点に比べ有意に低値であった。LSA の下位

レベルに分けて同様に比較検討した結果，町外の活

動を示す生活空間レベル 5 では交互作用（P＜0.01）

を認め，返納群でベースライン12.1±9.2点から 3

か月後には6.0±7.6点へと有意に低下し，返納群の

3 か月後の生活空間レベル 5 の得点は，運転継続群

の13.6±10.9点に比べて有意に低値であった。

活動量計による 1 日平均歩数は両群ともに4,000

歩前後を示し，有意な主効果および交互作用は認め

なかった。

その他，運動機能や認知・精神機能の指標には有

意な交互作用を認めなかった。MMSE と GDS で

は各時期において群間に有意な主効果（MMSE: P
＜0.01・GDS: P＜0.05）が認められた。MMSE で

はベースライン時では返納群27.8±2.8点に対し運

転継続群29.6±0.9点，3 か月後において返納群27.3

±2.7点，運転継続群29.5±1.1点であり，運転継続

群と比較し返納群で有意に認知機能の低下を認めた。

GDS においてもベースライン時では返納群4.0±

3.4点に対して運転継続群2.0±2.7点，3 か月後にお

いても返納群3.8±3.8点に対して運転継続群1.8±

2.3点であり，運転継続群に比べて返納群で有意な

うつ傾向を認めた。
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表 運動機能，認知・精神機能における返納群と運転継続群の比較

返納群（n＝17) 運転継続群（n＝23)

ベースライン 3 か月後 ベースライン 3 か月後

主効果

群
（F 値)

時期
（F 値)

交互作用

群×時期
（F 値)

BMI (kg/m2) 21.5±3.6 21.2±3.5 23.1±3.1 23.1±3.1 2.804 3.709 2.315

握力（kg) 25.1±7.3 24.9±7.9 26.9±9.7 26.9±9.1 0.480 0.073 0.031

TUG（秒) 8.9±6.6 8.5±5.7 6.9±1.9 6.5±1.9 2.113 4.807 0.523

MMSE（点) 27.8±2.8 27.3±2.7 29.6±0.9 29.5±1.1 11.944 2.060 0.975

GDS（点) 4.0±3.4 3.8±3.8 2.0±2.7 1.8±2.3 4.267 1.396 0.004

Mean±SD P＜0.05 P＜0.01
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 考 察

本研究は，徳島県内在住の高齢ドライバーを対象

に，免許証の自主返納がその後の活動性や運動機

能，認知・精神機能に及ぼす影響について明らかに

することを目的として実施した。本研究では，大学

及び医療機関，徳島県警察本部（交通企画課・運転

免許センター）やその他の徳島県内の諸機関と連携

を図り実施し，免許証返納後の高齢者の健康維持・

増進，あるいは介護予防の観点において意義がある

と思われた。

本研究の結果，両群を合わせたサンプルサイズは

40であり，GPower3.1を用いた事後検定では，検

定力は0.58であった。免許証返納者の研究参加につ

いて 1 年間の調査期間を設定し，県内広域にて募集

したものの，十分な検定力を持つサンプルサイズを

集められなかった理由として，免許返納後の高齢者

は，自家用車がないために評価測定の会場までの移

動が困難であったり，家族等の送迎の協力が必要で

あることから，協力の意思はあっても研究参加に至

らないことが多かったことが挙げられる。さらに，

運転継続群に比べ返納群で有意に高齢であった。こ

のことは以下に示す群間比較の結果において「加

齢」の影響を考慮する必要性を示している。筋力や

移動能力だけでなく認知機能や精神機能は加齢に伴

い変化する13～16)。本研究では認知機能や精神機能

がベースライン時より運転継続群に比べ返納群で低

値であったことについては，特に加齢の影響を踏ま

えて考えなければならない。

その他，免許証を返納した群の約 7 割が「配偶者

との 2 人暮らし」や「独居」であり，外出に際して

の移動手段としての代替として同乗させてもらえる

人がいない者が 4 割，自転車運転が不可能と回答し

た者は 7 割であった。活動性については，生活の活

動範囲や外出頻度を示す LSA において有意な交互

作用を認め，特に生活空間レベル 5（町外）におい

て免許証返納 3 か月後に有意な低下を認めた。

MMSE と GDS では運転継続群に比べ返納群では

返納時点で既に成績が不良であった。

. 活動性（LSA と 1 日平均歩数）について

活動性について本研究では LSA と活動量計によ

る歩数を用いて検討を行った。歩行は，高齢者の場

合では，1 日の全身活動量の約80を占める17)とさ

れ，日常生活の活動量の目安となる。また，LSA

は，居住地点からの距離が遠いほど配点が高く，距

離の異なる 5 段階のレベルごとに外出頻度と移動に

際しての自立度から算出され，日常の外出頻度その

ものが身体活動量と関連するとの報告もある18)。活

動量計を用いた 1 日平均歩数は，返納群において低

下を認めなかったものの，LSA 得点では返納群の

みで初回ベースライン時に比べ，3 か月後では有意

に低値となった。そして，生活空間レベル別の解析

結果から，特に生活空間レベル 5 が著しく低下した

ことが認められた。活動量計による 1 日平均歩数

は，調査日から前向きに15日間の活動状況を把握で

きるのに対して，LSA は調査日より後向きにさか

のぼって 1 か月間の活動性が反映される。つまり，

ベースラインの活動量計による 1 日平均歩数の結果

は，免許証返納後の活動を意味しており，その 3 か

月後も活動量に変化がないことが示唆された。一

方，ベースライン LSA の結果は，日常的に運転を

継続していた免許証返納前の活動を評価しており，

3 か月後の有意な LSA 低下は免許証返納が影響し

たものと推察された。

日本理学療法士協会が LSA 得点の基準値19)とし

て，LSA 84点以上を一般高齢者，69点以上を特定

高齢者と位置付けている。また，原田ら20)の実施し

た調査において特定高齢者544人の LSA 得点は70.1

±24.8点であったと報告している。これらの特定高

齢者は，近い将来に要介護状態になるリスクが高い

高齢者とする現在の二次予防事業対象者であり，そ

の多くはフレイル高齢者と推定される21)ことから

も，返納群における 3 か月後の LSA 得点はこれら

の基準に近似するものと考えられた。Hirai et al22)
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は，愛知県内で実施した 6 年間におよぶ縦断研究に

おいて，フレイル高齢者を含めた地域高齢者が運転

を中止すると，その後の要介護リスクが約 2 倍にな

ると報告している。そして，運転中止者のうち75

の者がフレイルと推定されていることから，本研究

における返納群の特徴に類似する結果と考える。

島田ら23)は，健康状態や運動機能に加え，人的環

境や物的環境が直接的に LSA に関連していること

を報告している。LSA における生活空間レベル 5

は居住地点から約16 km 以上と位置付けられてお

り，日常的に自宅から16 km 以上離れた場所へ移動

するためには，自家用車を自分で運転できなくなっ

た場合，同乗を依頼しやすい車両や利用しやすい公

共交通機関が必要である。しかし，本研究における

返納群に実施したアンケート調査からは，独居であ

ると回答した者が約 3 割，代替手段としての同乗を

依頼しやすい車両が無いと回答したものが約 4 割存

在した。そして，たとえ代替移動手段として同乗を

依頼できる家族等が存在しても，運転を行う者の都

合が合わなければ同乗できないほか，運転者への遠

慮や気遣いなどがあれば遠方への外出頻度はやはり

制限される。宮崎ら24)の報告では，免許証を有し車

を自由に使用できる者と免許証の有無に関わらず自

動車を自由に利用できない者のうち，気兼ねなく送

迎を頼むことができる者，気兼ねなく送迎を頼むこ

とができない者の外出頻度を比較した結果，自由に

自動車を利用できる者に比べ，送迎を頼む者では交

通機関を利用した外出頻度が低下し，気兼ねなく送

迎を頼むことができない者はもっとも外出頻度が少

ないことを明らかにしている。また，地方都市であ

る徳島県の公共交通機関の発展は乏しく，鉄道だけ

でなくバスやタクシーを利用する習慣は非常に少な

い。2016年に我々が実施した徳島県内の地域高齢者

に行ったアンケート調査25)からは，買い物や通院，

趣味活動などの目的地までの距離として約60の者

が 1 km 以上離れた場所への移動が必要であり，そ

の移動手段として免許証を必要とするバイクや自動

車を利用するものは60～70を占め，バスやタク

シーなど公共交通機関を利用すると回答した者はわ

ずか 1～3であった。

. 運動機能，認知・精神機能について

本研究結果から，認知機能および精神機能ともに

運転継続群に比べ，返納群では低値を示した。

MMSE におけるカットオフ値は23/24点とされてい

る26)ほか，返納群に実施したアンケート調査におい

て「認知症またはその疑いが指摘」されていた者は

いなかった。しかし，約半数の者では「家族から返

納を勧められた」と回答していること，そして近年

注目されている軽度認知障害（Mild Cognitive Im-

pairment: MCI）は MMSE が27点以下の場合に疑

われ27)，返納群ではその得点に近似しており，家族

が返納を勧める理由として日常場面において記憶や

見当識の障害が認められていることが考えられた。

また，GDS では 5 点以上を「うつ傾向」と捉え

られる28)判定基準に対して，返納群も運転継続群も

正常範囲内であった。本研究のベースラインは，免

許証の返納直前または直後 2 週間以内を基準に調査

しており，認知機能や精神機能の低下が数年にわた

り徐々に生じてきたものなのかは明らかではない

が，これらの機能低下してきた者が免許証の自主返

納に至ることが考えられた。

握力の測定は簡便であるだけでなく，全身の筋力

と関連している29)。本研究結果からは，握力につい

ては主効果や交互作用は認められなかった。TUG

においては，両群ともに 3 か月後の測定において有

意に所要時間のわずかな短縮が認められたが，測定

に際しての学習効果ではないかと推察された。

TUG の成績を考慮する資料として，日本整形外科

学会が11秒以上の場合を運動器不安定症の評価基

準30)としているほか，2009年当時の特定高齢者のア

ウトカム指標31)の結果と比較しても，これらの基準

値を超える歩行能力を有していることが推察され，

運動機能については免許証返納後 3 か月程度では著

明な低下を示さないことが示唆された。

日下ら32)は，運動機能と生活空間には相互関係を

有していることを報告している。つまり，運動機能

の低下は生活空間の狭小化を招き，生活空間の狭小

化は運動機能の低下を招くということであり，本研

究の LSA 得点の低下は，今後の運動機能低下を示

唆するものかもしれない。以上のことから，免許証

返納後の比較的早い段階で自動車に代わる移動手段

を確保する支援が必要であると考える。現在，地方

自治体が主体となり「乗合タクシー」や「コミュニ

ティバス」などの導入が行われている。一方，高齢

者自身が一人で自由に外出できる「シニアカー」も

普及しつつあり33)，生活の自立性や生活の質の向上

などの効果が報告34)されている。各地域の事情にあ

わせたこれらの外出移動手段に対する政策や情報発

信，普及支援が十分なされなければ，急速に要介護

状態やフレイル状態へ陥ることが推察された。

. 本研究の限界点

本研究においてはいくつかの限界点があげられ

る。まず，本研究では特に返納群の対象者数が17人

と少なかったことである。前述したが徳島県内では

年間3,000人以上の高齢者が免許証の返納を行って

いる。このことからも本研究で協力を得ることがで
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きた対象者は限定的であり，その特性が関与した結

果であることは否定できない。よって，今後さらに

対象者数を増やし検討することで返納者の特性を十

分に反映した結果が得られるものと思われる。次

に，返納群に対して運転継続群で有意に年齢が高

く，比較対象として年齢の統制が不十分であったこ

とがあげられる。高齢者のさまざまな機能に影響す

る因子として「年齢」は，もっとも鋭敏に反応する

もののひとつであり，高齢ドライバーにおける免許

証返納というイベントの影響についての結果の解釈

には留意する必要があると考える。さらに，返納後

2 週間まで回答可能な設計で，「回答前 4 週間」に

ついて尋ねた LSA の結果の解釈についてである。

これはベースラインの LSA 成績について，返納前

後の活動性が混在している可能性を示しており，実

際，返納群17人のうち 8 人が返納後 1 週間以内に，

2 人が返納後 8 日目に回答していた。ベースライン

の LSA 結果に返納後数日間の状況が含まれる研究

デザインは，今後の改善すべき点である。しかしな

がら対象者には免許返納前の生活についての回答を

依頼しており，混入の影響は低いと考えられた。

一方，本研究の強みとしては，免許証返納時より

3 か月間の追跡調査を実施し，縦断的に検討を行っ

たことである。免許証の返納は加害者としての交通

事故防止や車の維持費が必要なくなるなどのメリッ

トがあるが，一方ではデメリットとして外出に際し

ての不便さがあげられる。3 か月の追跡調査を実施

し免許証返納後早期に自動車に代わる移動手段の確

保の必要性が明らかにできたことは意義深い。

 結 語

本研究では，徳島県在住の高齢ドライバーを対象

に免許証返納後の活動性，運動機能，認知・精神機

能について検討を行った結果，免許証返納 3 か月で

は活動性，特に日常生活における行動範囲の狭小化

が認められた。公共交通機関の発展が乏しい地方都

市で生活する者にとって，外出頻度や生活行動範囲

に「車の運転」は大きく影響している。これらのこ

とから，高齢者の健康寿命延伸や健康増進の観点か

ら，安全に運転することができる技能の延伸に対す

る推進，免許返納後においては早期に新たな移動手

段の確保の必要性が示唆された。

本研究にご協力いただきました地域高齢者の皆様，本

研究の調査に際してご協力いただいた医療法人いちえ会

伊月病院理学療法士の松本裕美先生，医療法人橋本病院
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